
※１：ＩＰＰ事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト
※２：当該国のＣＯ２排出係数は、「CO２ EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION 2016 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが2014年のため、2014年実績で算出）。

4. 省エネ・省資源活動の展開

5. 国際的な温暖化対策への貢献

低燃費車の導入やエコドライブによるCO2排出抑制

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ

　関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組み
九州電力詳細は
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　社用車におけるCO2排出抑制やコピー用紙などの省エネ・省資源活動についても取組みを推進しています。

　中長期的な地球温暖化対策の観点から、2020年度末まで

に1,000台程度の電気自動車（プラグインハイブリッド車を

含む）の導入を目指しています。

　2016年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見送り

ましたが、一般車両約2,250台のうち、これまでに累計で167

台を導入しています。

　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施などに

より、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでいます。

2016年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る12.7km/ℓと

なりました。
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コピー用紙購入量（トン） 上水使用量（㎥/人）
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　ペーパーレス化の推進や裏面利用、節水活動の徹底等によ

り、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」の抑制

に取り組んでいます。

　2016年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用

量」は、ともに目標（470トン以下、24㎥/人以下）を達成でき

なかったことから、2017年度はコピー用紙購入量・上水使用

量の抑制に向けた取組みを徹底していきます。
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《 電気自動車導入台数（累計） 》

《 一般車両燃料消費率 》

《 コピー用紙購入量・上水使用量の推移 》

サルーラ地熱発電所初号機の全景

　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した高効率の火力発電や、中国に

おける風力発電など、アジア地域を中心にＩＰＰ事業を展開しており、国内のみなら

ず、海外においてもCO2排出抑制に寄与しています。

　2017年3月には、世界最大規模の地熱IPPプロジェクトとして、サルーラ地熱発電所

初号機（10.6万kＷ）が営業運転を開始しました。　建設を進めている、第2号機（2017

年営業運転開始予定）と第３号機（2018年営業運転開始予定）を含めると、発電所の最

終的な総出力は約32万ｋＷになる予定です。

【 ＩＰＰ事業の展開を通じたＣＯ２排出抑制への寄与 】

　海外での高効率火力発電所や、風力発電所の運転（6か国、7プロジェクト※１：持分出力150万ｋＷ）による2014年度のCO2排出

抑制への寄与は、約38万トン※２と試算されます。これは、当社の国内におけるCO2排出量の約0.8％に相当します。

【 ＩＰＰ事業によるＣＯ２排出量抑制 】

　国内外の電気事業で培った九電グループの技術・ノウハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・環境などの

海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。

　2016年度は、太平洋中西部に位置するマーシャル諸島のイバイ島への太陽光発電システム導入に向けた調査やケニアの地熱

発電所の運営に係る調査を行いました。

【 九電グループの技術・ノウハウを活かした海外コンサルティング 】

　東日本大震災以降の厳しい電力需給等を踏まえ、2011年

の夏から継続して、それまでより更に踏み込んだ省エネに九

州電力グループ一体となって取り組んできました。

　2016年度のオフィス電力使用量は57百万kWhとなり、

2010年度比で約29％削減（▲24百万kWh）しました。

　2017年度についても、省エネ・省資源活動の観点から、前

年度と同様の取組みを実施することとしています。

（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。
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単位：百万kWh

削減率は、対2010年度同月比
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［ 年度合計 ］
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当社事務所における省エネの推進～オフィス電力使用量の削減～
《 全社オフィス電力使用量削減実績 》
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海外での事業展開（2016年度）

一般電気事業IPP事業 コンサルティング事業

【メキシコ】 
プロジェクト：トゥクスパン2号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW

（2001年12月営業運転開始）　
プロジェクト：トゥクスパン5号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW

（2006年9月営業運転開始）

【フィリピン】
プロジェクト：イリハン
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：120万kW

（2002年6月営業運転開始）

【台湾】 
プロジェクト：新

シン

桃
タオ

電力
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：60万kW
　2002年3月営業運転開始
　（2010年11月株式取得）

【中国】 
プロジェクト：内蒙古風力
出　　　力：5万kW

（2009年9月営業運転開始）

 ］［

【ベトナム】
プロジェクト：フーミー 3号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：74.4万kW

（2004年3月営業運転開始）

【インド】 
バラウニ超臨界圧石炭火力
発電所建設事業準備調査

【ウクライナ】 
エネルギーセクターの
情報収集・確認調査

【タンザニア】 
電力システム
マスタープラン
策定支援

【中国】
中国紡織業界省エネ普及
スキーム検討

【ナイジェリア】 
電力マスタープラン
策定プロジェクトの
国内支援調査・受入研修 【インド】 

NTPC石炭火力発電所設備の
余寿命診断

【インド】 
高効率石炭火力発電所の
案件形成調査

【マーシャル】 
イバイ島太陽光発電システム整備
計画準備調査

【カーボヴェルデ】 
再エネ導入と系統安定化のための
情報収集・確認調査

【インドネシア】（初号機運転開始、
　　　　　　  第2・第3号機建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW

（2017年3月：初号機 営業運転開始）
（2007年10月参加権益取得）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW

（2008年9月株式取得）

【ケニア】 
オルカリア地熱発電所の
運営維持管理に係る
情報収集・確認調査

社外ステークホルダーのご意見
社会貢献として、新興国への展開は効果が高い

Ｐ.26
国際的な温暖化対策への貢献

用語集をご覧ください

●地球温暖化
●プラグインハイブリッド車

●電気自動車
●上水

●低燃費車
●エコドライブ

用語集をご覧ください

●IPP（独立系発電事業者）
第三者機関による保証を
受けた環境データ
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